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　行財政改革実施計画の進捗状況について

　Ⅰ　行財政改革実施計画の基本的な考え方

　【実施計画の目的】

　【実施計画の期間】

　Ⅱ　行財政改革の重点事項

　【健全な行財政運営】 　【水道事業の経営健全化】

　　①財源の確保 　【下水道事業の経営健全化】

　　②事務事業の整理、廃止・統合

　　③補助金・負担金の整理、廃止・統合

　　④民間委託の推進

　　⑤公共施設の効率的・効果的な管理運営

　　⑥特別会計・公営企業会計の健全化

　【庁内体制の整備】

　　①組織・機構の見直し

　　②人材育成の推進

　　③職員定員管理の適正化

　　④職員給与等の適正化

　【住民との協働による村政の推進】

　　①情報公開と住民参加の促進

　　②地域住民などとの協働

　　　定し、これらの取り組みによりさらなる行財政改革を推進します。また、適正な管理のもと、その内容を公開することとし、進捗状況をホーム

　　　　本村では、平成１７年１１月に元気プランを策定し、まずは自助の精神のもと、効率的な行財政運営を目指しています。

　　　　実施計画は元気プランの計画的・具体的な取り組み方策を示したものであり、平成１８年３月に行財政改革実施計画＜集中改革プラン＞を策

　　　　実施計画の期間は、平成１７年度から平成２１年度までの５カ年間。

　　　ページなどを通じ、公表します。

【表中の記号】
・記号は次のことを示しています。

取り組みが具体化され、その取り
組みを継続して実施していくもの

取り組みの具体化に向け検討を
続けていくもの



　Ⅲ　行財政改革実施計画の進捗状況

【平成１７年度～平成１９年度実績の主な評価】

　・旧多聞小学校の売却　 実績効果額６６，３００千円

　・公平性の観点から小吹台ゲートボール場の土地借地料や老人福祉農園の固定資産税を受益者負担へ見直し　　実績効果額７８千円

　・国民健康保険直営診療所の指定管理者制度導入による特別会計の健全化 　実績効果額２２，３３７千円

　・事務管理経費（計画額１８，０７１千円）の計画以上の削減効果　 実績効果額４５，１７４千円

　・有害鳥獣駆除対策や民間保育所運営における事業内容変更による実績効果額の減　　△１,１５７千円

【平成２１年度見込み及び今後の取り組み】

　　実施計画は、平成１７年度を初年度とし平成２１年度までの行財政改革の取り組みを示しており、本年度は平成２０年度までの取り

　組み実績と平成２１年度の実施状況・見込みについて進捗状況をとりまとめました。

　歳出では、職員定員管理計画を５名上回る職員の退職不補充による人件費の削減を図り、更なる財政効果を見込みます。

　　計画における平成１７年度から平成１９年度までの実績は、歳入では財源の確保として村税の徴収率向上への取り組みや、使用料及

　び手数料、負担金の見直しを実施し、歳出では事務事業の見直しや事務管理経費、職員人件費の削減などにより計画（目標）３８３，

　２９３千円に対し３６９，２４７千円の財政効果を得ることができましたが、村有地（小吹台バス方転地）の未売却などにより、計画

　を１４，０４６千円下回った実績となりました。

　 実行します。

【平成２０年度実績の主な評価】

　　平成２０年度においては、村有地の売却や人件費、事務管理経費の削減などで計画（目標）１７９，４００千円に対し３５３，８４

　７千円の財政効果を得ることができ、計画（目標）を１７４，４４７千円上回った実績となりました。

  理は、職員１名と非常勤職員（１名）、業務委託（１名）による管理形態とし、管理費の削減を図ります。

　・合併協議等により、新たな税源創出の検討や勧奨退職者制度の充実、委員報酬の見直しなどができなかった。

　　平成２１年度では、これまでの取り組みに加え、歳入では村税徴収率の向上や村ホームページでの広告募集実施による広告収入の増、

　　現在、調査研究中となっている事項については、鋭意努力して結果を出すとともに、残りの期間も「行財政改革実施計画」を着実に

　　また、パブリックコメント手続実施要綱の施行や意見箱の設置などにより、住民の村政への参加促進に努めます。社会体育施設の管



計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 見込 計画 見込

0 0

3,193 1,475 6,128 ▲ 1,292 8,743 8,026 11,187 ▲ 23 13,128 13,498 42,379 21,684

10 0 1,249 824 1,234 2,642 1,249 2,973 1,234 2,742 4,976 9,181

30,000 0 66,300 30,000 66,300

986 1,184 986 340 986 598 2,958 2,122

3,203 1,475 37,377 ▲ 468 10,963 11,852 13,422 69,590 15,348 16,838 80,313 99,287

15,600 17,418 62,400 73,922 70,200 158,774 109,200 182,352 257,400 432,466

15,600 17,418 62,400 73,922 70,200 158,774 109,200 182,352 257,400 432,466

0 0

(7,800) (7,800) (7,800) (7,800)

0 0

12,878 10,743 31,458 31,944 24,310 27,048 24,889 23,208 17,212 19,644 110,747 112,587

12,641 12,641 27,478 27,478 20,330 20,330 16,469 16,410 13,232 16,921 90,150 93,780

▲ 2,135 2,514 3,000 2,514 5,252 2,514 1,492 2,514 1,257 10,056 8,866

(181) (181) (82) (82) (248) (248) (248) (248) (248) (186) (1,007) (945)

(104) (104) (74) (74) (169) (169) (169) (169) (169) (169) (685) (685)

237 237 1,466 1,466 1,466 1,466 1,466 1,466 1,466 1,466 6,101 6,101

4,440 3,840 4,440 3,840

11,576 12,825 12,069 13,897 12,069 13,627 12,069 11,727 12,069 11,607 59,852 63,683

(465) (465) (1,069) (1,069) (1,069) (1,069) (1,069) (1,069) (1,069) (1,396) (4,741) (5,068)

0 0

1,480 1,971 1,971 1,971 0 7,393

(1,480) (1,971) (1,971) (1,971) 0 (7,393)

7,493 7,620 13,579 11,353 14,370 12,249 15,123 13,844 14,302 14,171 64,867 59,237

18,071 11,773 18,071 43,713 18,071 47,577 18,071 45,174 18,071 39,706 90,355 187,943

5,623 2,603 8,106 5,734 8,536 5,303 8,136 5,529 8,536 2,032 38,937 21,201

2,490 2,190 2,490 1,863 2,490 1,740 2,490 1,637 2,490 1,636 12,450 9,066

15,000 56 15,000 ▲ 2,261 15,000 22,393 15,000 22,168 60,000 42,356

58,131 47,754 116,373 127,458 157,246 181,176 165,978 284,257 196,880 295,287 694,608 935,932

61,334 49,229 153,750 126,990 168,209 193,028 179,400 353,847 212,228 312,125 774,921 1,035,219

（単位：千円）

Ｈ21年度  合計

使用料・手数料の見直し

Ｈ20年度

【行財政改革実施計画（集中改革プラン）の進行管理における財政効果総括表】

組織の統廃合

（うち水道事業会計分）

（うち下水道事業会計分）

手当

給料

手当

その他人件費削減

（うち福利厚生事業）

一般職員

（うち水道事業会計分）

人
件
費
削
減

Ｈ19年度
項　　目

Ｈ17年度 Ｈ18年度

給与等削減

合　　計

歳
入

歳
出

超過税率の実施、法定外税の新設

税の徴収対策

未利用地財産の売払い等

その他収入の確保

（うち下水道事業会計分）

（うち指定管理者制度導
入によるもの）

（うち嘱託、臨時、
派遣職員等の活用）

職員削減（総職員）

（うち退職者不補充）

特別職
（村長・副
村長・教育

長）

給料

民間的手法の導入による事務事
業費削減

歳入・歳出における財政効果額の合計

事務事業の見直し

事務管理経費の見直し

補助金・負担金の見直し

繰出金の抑制

合　　計

公共施設維持管理経費の見
直し



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳入）

■税源移譲による税
負担増の周知及び納
付促進の啓発（広報）
■夜間電話による納
付交渉
■戸別訪問による納
付交渉
■大阪府へ徴収委託

実績効果額 1,475 実績効果額 -1,292 実績効果額 8,026 実績効果額 -23 13,498 21,684
■法定税率内の超過
税率の研究・調査
■法定外税の研究・調
査

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 864 実績効果額 1,840 1,632 4,336

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 1,111 実績効果額 608 600 2,319

●使用料及び手数料の見直し

2
新たな税源
の創出

■平成１９年４月から８,０００円

■平成１９年６月から条例施行（村民
運動場、テニスコート、Ｂ＆Ｇ海洋セン
ターの使用料改定）

H20年度実績

■税源移譲による税負担増の周知及
び納付促進の啓発（広報）
■夜間電話による納付交渉
■村内滞納者対象に戸別訪問による
納付交渉
■大阪府へ徴収委託
■徴収率前年度比１．２ポイント減
徴収率９３．５％

■実績なし

●自主財源の確保

■平成２０年４月から９,０００円■保育料の条例改正（平成18年６月
議会）

1

3

■実績なし

幼稚園保育
料の見直し

■保育料の見直し

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ19年度実績

■広報による納付促進の啓発５月か
ら１２月号に掲載。
■夜間の電話による納付交渉
■村内全滞納者対象に戸別訪問によ
る納付交渉
■参加差押２件
■徴収率前年度比０．２ﾎﾟｲﾝﾄ向上
徴収率９３．７％

村税の徴収
率向上

秘書政策課
総務課
税務課

■村税における法定税率
内の超過税率の検討
■法定外税の検討

■実績なし ■実績なし ■実績なし

単位：千円

■徴収率の前年度比0.5
ポイント向上（対平成16年
度徴収率93.5％）
■広報による納付促進の
啓発
■徴収や滞納整理の強
化
■滞納者への差押え
■代理徴収の活用

税務課

所管課Ｈ18年度実績

■広報による納付促進の啓発５月か
ら１２月号に掲載。
■村内全滞納者対象に戸別訪問によ
る納付交渉年３回
■差押４件
■大阪府からの派遣職員による徴収
と指導
■大阪府へ徴収委託
■徴収率前年度比０．４ﾎﾟｲﾝﾄ減　徴
収率９３．３％

【健全な行財政運営】（財源の確保）

■税源移譲による税負担増の周知及
び納付促進の啓発（広報）
■夜間電話による納付交渉
■戸別訪問による納付交渉
■１２月から大阪府の派遣職員によ
る徴収と指導
■徴収率前年度比１．4ﾎﾟｲﾝﾄ向上
徴収率９４．7％

番
号

目標効果
額合計

4
社会体育施
設使用料の
見直し

■収入と経費との比較に
より検討
■施設使用料の見直し

■保育料見直しについて他市町との
比較などの調査・研究

Ｈ17年度実績

学校教育課

■実績なし
社会教育課

Ｈ21年度見込み



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳入）

H20年度実績取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ19年度実績

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績

【健全な行財政運営】（財源の確保）

番
号

目標効果
額合計

Ｈ17年度実績 Ｈ21年度見込み

実績効果額 － 実績効果額 180 実績効果額 180 実績効果額 180 180 720

実績効果額 － 実績効果額 348 実績効果額 267 実績効果額 155 155 925

実績効果額 － 実績効果額 272 実績効果額 213 実績効果額 168 168 821

実績効果額 － 実績効果額 3 実績効果額 2 実績効果額 2 2 9

■手数料の条例改正（平成17年12月
議会）

印鑑に関す
る証明手数
料の見直し

■平成１８年４月から条例施行（印鑑
登録手帳交付、印鑑に関する証明手
数料２００円を３００円に改正）

■手数料の条例改正（平成17年12月
議会）

住民課

8

犬・猫の死体
処理取扱手
数料の見直
し

■手数料の見直し

■手数料の条例改正（平成17年12月
議会）

■平成１８年４月から条例施行（犬・
猫死体処理取扱手数料（収集処理）
３,０００円を３,１００円に,（持込処理）２,
０００円を２,１００円に改正）

住民課

7

税務課5
税務証明手
数料の見直
し

■各種税務証明・督促手
数の見直し

■手数料の条例改正（平成17年12月
議会）

住民課6 ■手数料の見直し
住民基本台
帳等手数料
の見直し

■平成１８年４月から条例施行（納税
証明、所得課税証明、固定資産評価
証明、営業証明手数料２００円を３００
円に、家屋証明手数料２００円を１,３０
０円に、督促手数料７０円を１００円に
改正）

■平成１８年４月から条例施行（住民
票写し交付、外国人登録事項に関す
る証明、住民票の閲覧、成年後見・破
産に関する証明、不在籍または住民
基本台帳不記載に関する証明手数料
２００円を３００円に改正）

■手数料の見直し



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳入）

H20年度実績取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ19年度実績

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績

【健全な行財政運営】（財源の確保）

番
号

目標効果
額合計

Ｈ17年度実績 Ｈ21年度見込み

実績効果額 － 実績効果額 10 実績効果額 0 実績効果額 10 0 20

実績効果額 － 実績効果額 5 実績効果額 0 実績効果額 5 0 10

実績効果額 － 実績効果額 6 実績効果額 5 実績効果額 5 5 21

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

9

一般廃棄物
処理業許可
申請手数料
の見直し

■手数料の見直し

■手数料の条例改正（平成17年12月
議会）

■新たな手数料の徴収

10

浄化槽清掃
業許可申請
手数料の見
直し

■手数料の見直し

■手数料の条例改正（平成17年12月
議会）

■手数料の条例改正（平成17年12月
議会）

■平成１８年４月から条例施行（村道
の幅員証明手数料２００円を３００円
に、村道明示手数料１，０００円を新た
に徴収のため改正）

■平成１８年４月から条例施行（一般
廃棄物運搬業又は処分業許可申請、
更新許可申請、変更許可申請手数料
５,０００円を１０,０００円に改正）

■平成１８年４月から条例施行（浄化
槽清掃業許可申請手数料５,０００円を
１０,０００円に改正）

11
明示手数料
の徴収

12
その他手数
料の見直し

総務課
住民課
など関係課

■手数料の見直し

■手数料の条例改正（平成17年12月
議会）

■平成１８年４月から条例施行（地縁
団体証明、埋火葬に関する証明手数
料２００円を３００円に改正）

住民課

住民課

建設課



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳入）

H20年度実績取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ19年度実績

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績

【健全な行財政運営】（財源の確保）

番
号

目標効果
額合計

Ｈ17年度実績 Ｈ21年度見込み

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 473 実績効果額 0 0 473

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 27 実績効果額 0 25 52

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 144 実績効果額 110 140 394

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 37 実績効果額 29 35 101

16

■老人保健法改正による特定健診に
変更のため廃止

■検診希望者なし

●負担金の見直し

14
肝炎ウィルス
検査負担金
の見直し

■実績なし

■平成１９年４月から要綱施行（基本
健康診査負担金５００円を１,１００円に
改正）

■平成１９年４月から要綱施行（肝炎
ウィルス検査負担金４００円を新たに
徴収）

13
基本健康診
査負担金の
見直し

■負担金の見直し
■実績なし

■肝炎ウィルス検査負担金の要綱制
定（平成１８年１２月５日公布）

健康福祉課

健康福祉課

■基本健康診査負担金の要綱改正
（平成１８年１２月５日公布）

■負担金の見直し
■実績なし

■胃がん検診負担金の要綱改正（平
成１８年１２月５日公布）

健康福祉課

■平成１９年４月から要綱施行（胃が
ん検診負担金４００円を８００円に改
正）

■負担金の見直し

■負担金の見直し

大腸がん検
診負担金の
見直し

15
胃がん検診
負担金の見
直し

■実績なし

■大腸がん検診負担金の要綱改正
（平成１８年１２月５日公布）

健康福祉課

■平成１９年４月から要綱施行（大腸
がん検診負担金１００円を２００円に
改正）



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳入）

H20年度実績取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ19年度実績

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績

【健全な行財政運営】（財源の確保）

番
号

目標効果
額合計

Ｈ17年度実績 Ｈ21年度見込み

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 48 実績効果額 34 66 148

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 77 実績効果額 51 70 198

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 10 実績効果額 10 10 30

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 5 実績効果額 4 7 16

■実績なし

17
子宮がん検
診負担金の
見直し

■負担金の見直し
■実績なし

健康福祉課

■子宮がん検診負担金の要綱改正
（平成１８年１２月５日公布）

18
乳がん検診
負担金の見
直し

■負担金の見直し

19
骨粗しょう症
検診負担金
の見直し

■負担金の見直し 健康福祉課

20
喀痰検診負
担金の見直
し

■負担金の見直し
■実績なし

■実績なし

■乳がん検診負担金の要綱改正（平
成１８年１２月５日公布）

■喀痰検診負担金の要綱改正（平成
１８年１２月５日公布）

健康福祉課

■平成１９年４月から要綱施行（喀痰
検診負担金２００円を４００円に改正）

健康福祉課

■平成１９年４月から要綱施行（子宮
がん検診負担金３００円を６００円に
改正）

■平成１９年４月から要綱施行（乳が
ん検診負担金５００円を９００円に改
正）

■平成１９年４月から要綱施行（骨粗
しょう症検診負担金３００円を５００円
に改正）

■骨粗しょう症検診負担金の要綱改
正（平成１８年１２月５日公布）



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳入）

H20年度実績取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ19年度実績

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績

【健全な行財政運営】（財源の確保）

番
号

目標効果
額合計

Ｈ17年度実績 Ｈ21年度見込み

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 363 実績効果額 102 140 605

■広告掲載見込３件

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 105 105

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 66,300 － 66,300

●その他収入の確保

■広告収入の効果や事務処理の手
法など調査・研究
■平成２０年１２月千早赤阪村ウェブ
サイト広告掲載取扱要綱施行

21
歯周疾患検
診負担金の
新たな徴収

■新たな負担金徴収の検
討

■実績なし

■平成１９年４月から要綱施行（新た
に４００円を徴収）

■新たな負担金徴収の検
討

総務課24
村有地の利
活用の検討

■村有地（小吹台通学バ
ス方転地など）の売却の
検討

■実績なし

■公共施設検討委員会において村有
地のあり方について検討
■旧多聞小学校を学校法人大阪国
学院に売却

健康福祉課

23

ホームペー
ジにおける
広告収入の
検討

■行政責任に配慮しなが
ら導入を検討

■実績なし ■実績なし
秘書政策課

22 健康福祉課

結核肺がん
検診負担金
の新たな徴
収

■実績なし

■実績なし
■方転地の活用について検討

■平成１７年度受診者９人、平成１８
年度３人と少数であり、費用面や事務
作業等を考慮すると、費用対効果に
より料金改定を行わない。

■村有地のうち、小吹台通学バス方
転地の年度内の売却
■平成１９年３月に一般競争入札の
実施

■実績なし

■結核・肺がん検診の要綱改正（平
成１８年１２月５日公布）



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

実績効果額 － 実績効果額 31 実績効果額   － 実績効果額 － － 31

実績効果額 532 実績効果額 532 実績効果額 532 実績効果額 532 532 2,660

実績効果額 3,353 実績効果額 3,353 実績効果額 3,305 実績効果額 5,648 5,637 21,296

実績効果額 512 実績効果額 512 実績効果額 512 実績効果額 512 512 2,560

番
号

取組項目

2
消防団役員
研修事業

4

Ｈ17年度実績
改革期間中の取組・方向
性

■村表彰等のあり方を検討

総務課

総務課

クリーンキャ
ンペーン事
業

■事業の廃止

■平成１７年度からクリーンキャン
ペーン事業の廃止

住民課

消火栓維持
管理負担金
事業

■負担割合の見直し

単位：千円

■事業の効果性を検討
■毎年実施を節目の年に
見直し
■職員２０年表彰の廃止

秘書政策課

所管課Ｈ18年度実績

■平成１８年度は村制施行５０周年の
節目の年であり、これを機に事業の
効果を検討
■平成１８年度から職員２０年表彰を
廃止

【健全な行財政運営】（事務事業の整理、廃止・統合）

Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

■村表彰について、毎年実施を一定
期間ごとに実施するよう検討

■平成１７年度から負担割合を対前
年度決算比５０％削減

3

H20年度実績

●事務事業の見直し

■村表彰について見直しを検討し
たが、事業の費用対効果を考慮
し、従前どおり実施

■事業の廃止

■平成１７年度から研修事業の廃止

1 村表彰事業

Ｈ21年度見込み



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

番
号

取組項目 Ｈ17年度実績
改革期間中の取組・方向
性

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績

【健全な行財政運営】（事務事業の整理、廃止・統合）

Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

H20年度実績 Ｈ21年度見込み

実績効果額 － 実績効果額 270 実績効果額 270 実績効果額 270 270 1,080

実績効果額 869 実績効果額 2,326 実績効果額 2,326 実績効果額 2,326 2,326 10,173

実績効果額 30 実績効果額 140 実績効果額 140 実績効果額 140 140 590

実績効果額 － 実績効果額 85 実績効果額 85 実績効果額 85 85 340

障害者（児）
見舞金支給
事業

■平成18年度から資源ごみ袋の支給
の廃止

■資源ごみ袋支給の廃止を検討

■平成１７年度から給付額の見直し
■一世帯５，０００円の減額

■村単独事業のうち、個
人給付金の廃止

■平成１７年度から給付額の見直し

住民課5
資源ごみ袋
支給事業

■資源ごみ袋の支給の
廃止

■平成１８年度から障害者（児）見舞
金支給事業の廃止

健康福祉課6

健康福祉課

8
金婚を祝う
事業

■村単独事業のうち、個
人給付金の廃止

■金婚を祝う事業の廃止を検討 ■平成18年４月から金婚を祝う事業
を廃止

健康福祉課

7
母子家庭給
付金支給事
業

■村単独事業のうち、個
人給付金の廃止

■平成１８年度から母子家庭給付金
支給事業の廃止



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

番
号

取組項目 Ｈ17年度実績
改革期間中の取組・方向
性

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績

【健全な行財政運営】（事務事業の整理、廃止・統合）

Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

H20年度実績 Ｈ21年度見込み

実績効果額 1,050 実績効果額 1,734 実績効果額 1,470 実績効果額 744 744 5,742

実績効果額 － 実績効果額 491 実績効果額 553 実績効果額 667 667 2,378

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 ― 実績効果額 78 156 234

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

11
小吹台ゲート
ボール場事
業

■公平性の観点から、そ
の必要性を検討
■土地賃借料を受益者負
担に見直し

■公平性の観点から、受益者負担に
見直しを検討

■地域と協議中

12
老人福祉農
園事業

■公平性の観点から、そ
の必要性を検討
■固定資産税を受益者負
担に見直し

■公平性の観点から、受益者負担に
見直しを検討

健康福祉課

健康福祉課

■地域と協議中
　　平成１９年度賃借料　155,138円

■平成２０年１０月から受益者負担
で合意

■平成２０年７月から受益者負担
で合意

高齢者おむ
つ給付金支
給事業

■給付限度額の見直し
■給付方法の見直し

■給付限度額の見直しの検討
■おむつ給付金支給の要綱を改正
■平成１７年度実績　１，１０４，１１２
円

健康福祉課

■平成18年４月から要綱施行（給付
額１０，０００円/月を５，０００円/月に
改正）
■平成１８年度実績　６１２，３５８円

健康福祉課

9
高齢者祝い
金支給事業

■村単独事業のうち、個
人給付金の廃止

■平成１７年度から祝い金（８０歳到
達者祝い品、８８歳到達者２０，０００,
円、１００歳到達者１００，０００円と祝
い品）の給付額を見直し

10

■平成１８年度から１００歳到達者以
外の祝い金支給の廃止（８０・８８歳到
達者）

■地域と協議中

■地域と協議中



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

番
号

取組項目 Ｈ17年度実績
改革期間中の取組・方向
性

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績

【健全な行財政運営】（事務事業の整理、廃止・統合）

Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

H20年度実績 Ｈ21年度見込み

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 ― 実績効果額 95 95 190

実績効果額 － 実績効果額 426 実績効果額 1,453 実績効果額 1,453 1,453 4,785

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

実績効果額 478 実績効果額 478 実績効果額 478 実績効果額 478 478 2,390

産業振興課

■平成１７年度から研修事業の廃止

16

13
ちびっこ広場
事業

■村単独事業のうち、個
人給付の廃止

■実績なし

■公平性の観点から、そ
の必要性を検討
■光熱水費を受益者負担
に見直し

農業委員会
委員研修事
業

■事業の廃止

健康福祉課

15

ひとり親家庭
医療費支給
事業（入院時
食事代）

■村単独事業のうち、個
人給付の廃止

■実績なし

■ひとり親家庭医療費支給事業のう
ち、村単独上乗せ事業である入院時
食事代を平成18年10月から廃止、条
例改正（平成18年９月議会）

保険課

■身体障害者医療費支給事業のう
ち、村単独上乗せ事業である入院時
食事代を平成１８年１０月から廃止、
条例改正（平成１８年９月議会）

保険課14

身体障害者
医療費支給
事業（入院時
食事代）

■実績なし

■地域と協議中 ■地域と協議中

■入院時食事代を廃止

■入院時食事代を廃止

■光熱水費、浄化槽管理費を受益
者負担に見直し
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番
号

取組項目 Ｈ17年度実績
改革期間中の取組・方向
性

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績

【健全な行財政運営】（事務事業の整理、廃止・統合）

Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

H20年度実績 Ｈ21年度見込み

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －
■要望の多様化により
原材料支給から補助
金制度へ変更
メッシュ・トタン　 15千
円
電気柵　            20千
円
予算　　　   　　 700千
円

実績効果額 － 実績効果額 65 実績効果額 80 実績効果額 -350 -350 -555

実績効果額 135 実績効果額 135 実績効果額 135 実績効果額 396 396 1,197

実績効果額 63 実績効果額 63 実績効果額 63 実績効果額 63 63 315

産業振興課

産業振興課

金剛バス車
内放送事業

■事業の廃止

■平成17年度から車内放送を廃止

産業振興課

19
フォトコンテ
スト等事業

■フォトコンテストとネイ
チャーフォトの二事業の
統合

18
有害鳥獣駆
除事業

■経費の一部受益者負
担を検討

■実績なし

■平成17年度から二事業を統合

17
景観形成事
業

■運営方法の見直し
■維持管理の直営などを
検討

■運営方法の見直しは、一部を村直
営としたいが、労力が不足（草刈のみ
を一部直営）している。　また専門性
が高いので直営は難しい。

■運営方法の見直しは、一部を村直
営としたいが、労力が不足（草刈のみ
を一部直営）している。　また専門性
が高いので直営は難しい

産業振興課

■トタン１枚５００円につき２５０円の個
人負担を徴収
■H１８年度実績　２６２枚

20

■運営方法の見直しは、一部を村直
営としたいが、労力が不足（草刈のみ
を一部直営）している。　また専門性
が高いので直営は難しい

■トタン１枚５００円につき２５０円の個
人負担を徴収
■Ｈ１９年度見込　３２３枚

■運営方法の見直しは、一部を村
直営としたいが、労力が不足（草刈
のみを一部直営）している。　また
専門性が高いので直営は難しい

■トタン板では効果が薄いため、
ワイヤメッシュに変更
■ワイヤメッシュ１枚７００円につい
き３５０円の個人負担を徴収
■Ｈ２０年度５００枚
　要望に対応し補正　350千円、決
算額 700千円

■事業の廃止
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番
号

取組項目 Ｈ17年度実績
改革期間中の取組・方向
性

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績

【健全な行財政運営】（事務事業の整理、廃止・統合）

Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

H20年度実績 Ｈ21年度見込み

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

実績効果額 268 実績効果額 268 実績効果額 268 実績効果額 268 268 1,340

実績効果額 70 実績効果額 70 実績効果額 70 実績効果額 70 70 350

実績効果額 － 実績効果額 14 実績効果額 9 実績効果額 9 9 41

学校教育課

22
スキー教室
事業

■公平性の観点から、そ
の必要性を検討
■事業の廃止を検討

■平成17年度からスキー教室を廃止

社会教育課

社会教育課23 登山事業

■公平性の観点から、そ
の必要性を検討
■経費の一部を受益者負
担を検討

■平成17年度から登山事業の受益
者負担金（全額）を徴収

21
就学援助事
業

■援助費の支給要件の
見直し

社会教育課24

■平成１８年4月から支給要件を見直
し
■生活保護基準に準拠して算定した
申請者の所得額が需要額の１．５０倍
から１．２５倍に見直し

■平成18年度から受益者負担金とし
て経費の一部を徴収

■実績なしトレーニング
講習会事業

■公平性の観点から、そ
の必要性を検討
■経費の一部を受益者負
担を検討

■支給要件の見直しの検討
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番
号

取組項目 Ｈ17年度実績
改革期間中の取組・方向
性

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績

【健全な行財政運営】（事務事業の整理、廃止・統合）

Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

H20年度実績 Ｈ21年度見込み

実績効果額 260 実績効果額 120 実績効果額 260 実績効果額 120 260 1,020
■平成２１年４月から
高齢者講座を廃止

実績効果額 － 実績効果額 240 実績効果額 240 実績効果額 240 360 1,080

実績効果額 2,200 実績効果額 28,263 実績効果額 29,984 実績効果額 27,440 21,972 109,859
■中学校通学バス運
行委託料の見直し
（７，３３８千円の縮減）
■給食業務委託料の
見直し（１０，３９６千円
の縮減）

実績効果額 9,573 実績効果額 15,450 実績効果額 17,593 実績効果額 17,734 17,734 78,084

光熱水費、
消耗品費な
どの削減

■維持管理経費の徹底し
た削減
■事務経費の削減

25
体育祭・健康
フェスティバ
ル事業

■事業の効果性によりあ
り方を検討
■健康フェスティバル事
業のあり方を検討

■平成１７年度から隔年実施の体育
祭の経費の削減
■隔年実施の健康フェステバルの廃
止

社会教育課

社会教育課

27 全課

26
くすのきホー
ル講座事業

■講座内容や方法の検
討

●事務管理経費の見直し

学校教育課28
業務委託料
の削減

■業務委託の見直し

■中学校通学バス運行委託料の見
直し（６，９１３千円の縮減）
■給食業務委託料の見直し（２，６６０
千円の縮減）など

■中学校通学バス運行委託料の見
直し（６，９９２千円の縮減）
■給食業務委託料の見直し（１０，３９
６千円の縮減）

■平成１８年４月から女性講座、家庭
講座を廃止

■中学校通学バス運行委託料の
見直し（７，３３８千円の縮減）
■給食業務委託料の見直し（１０，
３９６千円の縮減）

■実績なし

■中学校通学バス運行委託料の見
直し（６，９３４千円の縮減）
■給食業務委託料の見直し（８，５１６
千円の縮減）など

■維持管理経費の徹底した削減
■事務経費の削減



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

実績効果額 1,241 実績効果額 1,238 実績効果額 1,230 実績効果額 1,231 1,184 6,124

実績効果額 120 実績効果額 160 実績効果額 160 実績効果額 160 160 760

実績効果額 27 実績効果額 27 実績効果額 27 実績効果額 27 27 135

実績効果額 － 実績効果額 1,063 実績効果額 1,153 実績効果額 1,218 1,218 4,652

Ｈ21年度見込み

4
し尿汲み取り
助成金

■事業の公共性や公的
関与の必要性より見直し
■補助額の見直し

■廃棄物の減量化及び適正処理等
に関する条例の改正（平成１７年１２
月議会）

総務課

■平成１８年度から研修補助金を廃
止

総務課

■平成１８年度から条例施行（し尿汲
み取り手数料（普通便層）３７５円を４
３０円に、（簡易水洗）７５０円を８６０
円に、（無臭便層・加算分）２２０円を２
６０円に改正）

住民課

総務課

2
消防団運営
補助金

■団体への補助金は公
益性や経理状況より見直
し
■研修補助の廃止

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の２５%削減）

3
消防協力会
補助金

■団体への補助金は公
益性や経理状況より見直
し
■補助金の廃止

■平成１７年度から補助金を廃止

●補助金の見直し

Ｈ20年度実績

1 地区補助金 ■補助額の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の２５%削減）

【健全な行財政運営】（補助金・負担金の整理、廃止・統合） 単位：千円

Ｈ18年度実績 所管課Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績
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Ｈ21年度見込みＨ20年度実績

【健全な行財政運営】（補助金・負担金の整理、廃止・統合） 単位：千円

Ｈ18年度実績 所管課Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績

実績効果額 280 実績効果額 280 実績効果額 280 実績効果額 280 280 1,400

実績効果額 ー 実績効果額 ー 実績効果額 ー 実績効果額 ー ー ー
■地域福祉・子育て支
援交付金制度活用に
より下記事業を追加
・フリー保育士配置事業補
助
・子育て支援保育士事業
補助
・障がい児保育支援事業
補助

実績効果額 -1,499 実績効果額 -266 実績効果額 -859 実績効果額 -807 -4,350 -7,781

実績効果額 272 実績効果額 272 実績効果額 272 実績効果額 272 272 1,360

■一時保育事業の増加
■乳児保育促進事業の廃止

産業振興課8
農業協同組
合営農指導
補助金

■事業の公共性や公的
関与の必要性より見直し
■補助額の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の５０％削減）

■平成１８年度から児童用採暖費、
損害賠償保険料の廃止（１８５千円の
縮減）
■一時保育事業の補助額見直し（１，
０２６千円の縮減）

健康福祉課

6
社会福祉協
議会補助金

7
民間保育所
運営補助金

■事業の公共性や公的
関与の必要性より見直し
■児童用採暖費、損害賠
償保険料の廃止

■補助額を見直し
■一時保育事業の追加（１，２９６千
円）

■事業の公共性や公的
関与の必要性より見直し
■補助額の見直し

■補助額の見直し、特に各種団体補
助金について見直し

健康福祉課

健康福祉課5

障害者雇用
支援センター
ステップアッ
プ事業補助
金

■制度の廃止

■平成17年度から制度の廃止

■保育所地域活動事業補助の基準
額内での縮減
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Ｈ21年度見込みＨ20年度実績

【健全な行財政運営】（補助金・負担金の整理、廃止・統合） 単位：千円

Ｈ18年度実績 所管課Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績

実績効果額 200 実績効果額 200 実績効果額 200 実績効果額 200 200 1,000

実績効果額 30 実績効果額 60 実績効果額 60 実績効果額 60 60 270

実績効果額 30 実績効果額 30 実績効果額 30 実績効果額 30 30 150

実績効果額 110 実績効果額 126 実績効果額 126 実績効果額 126 126 614

■平成１８年度から補助率を段階的
に見直し（８％⇒５％）

産業振興課12
流域公益保
全林等整備
事業補助金

■事業の公共性や公的
関与の必要性より見直し
■補助率の段階的見直し

■平成１７年度から補助率を段階的
に見直し（１０％⇒８％）

産業振興課

10
果樹振興協
会補助金

11
農生連絡協
議会補助金

■補助金の廃止

■平成１７年度から補助金を廃止

■事業の公共性や公的
関与の必要性より見直し
■補助金の廃止

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の５０％削減）

産業振興課

■平成１８年度から補助金を廃止

産業振興課

9
農業文化祭
開催補助金

■事業の公共性や公的
関与の必要性より見直し
■補助額の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の５０％削減）
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Ｈ21年度見込みＨ20年度実績

【健全な行財政運営】（補助金・負担金の整理、廃止・統合） 単位：千円

Ｈ18年度実績 所管課Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績

実績効果額 52 実績効果額 102 実績効果額 102 実績効果額 102 102 460

実績効果額 81 実績効果額 132 実績効果額 132 実績効果額 132 132 609

実績効果額 90 実績効果額 90 実績効果額 90 実績効果額 90 90 450

実績効果額 45 実績効果額 45 実績効果額 45 実績効果額 45 45 225

産業振興課16
道の駅運営
助成金

■事業の公共性や公的
関与の必要性により見直
し
■補助率の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の１０%削減）

産業振興課

14
金剛警備隊
補助金

15
観光協会補
助金

■団体への補助金につい
ては、公益性や経理状況
により見直し
■補助額の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の５０%削減）

■団体への補助金につい
ては、公益性や経理状況
により見直し
■補助額の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の５０%削減）

■平成１８年度から補助率を段階的
に見直し（1/3）

産業振興課

■平成１８年度から補助額を見直し
（平成１７年度補助額の５０%削減）

産業振興課

13

小規模事業
資金借入信
用保証料補
助金

■事業の公共性や公的
関与の必要性より見直し
■補助率の見直し

■平成１７年度から補助率を段階的
に見直し（1/2）
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Ｈ21年度見込みＨ20年度実績

【健全な行財政運営】（補助金・負担金の整理、廃止・統合） 単位：千円

Ｈ18年度実績 所管課Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績

実績効果額 372 実績効果額 448 実績効果額 488 実績効果額 535 547 2,390

実績効果額 20 実績効果額 44 実績効果額 44 実績効果額 65 45 218

実績効果額 20 実績効果額 44 実績効果額 44 実績効果額 44 45 197

実績効果額 115 実績効果額 315 実績効果額 315 実績効果額 315 315 1,375

■平成１８年度から補助額を見直し
（平成１７年度補助額の２０%削減）

学校教育課20
中学校部活
動補助金

■補助内容の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の１０%削減）

■平成１８年度から補助額を見直し
（平成１７年度補助額の２０%削減）

学校教育課

18
中学校進路
指導補助金

19
中学校生徒
指導補助金

■補助内容の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の１５%削減）

■補助内容の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の１５%削減）

■平成１８年度から補助額を見直し
（平成１７年度補助額の２０%削減）

学校教育課

■平成１９年度から補助額を見直し
（平成１８年度補助額の13%削減）

■平成18年度から補助額を見直し
（平成１７年度補助額の２０%削減）

学校教育課

17
小中学校運
営補助金

■補助内容の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の５０%削減）
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Ｈ21年度見込みＨ20年度実績

【健全な行財政運営】（補助金・負担金の整理、廃止・統合） 単位：千円

Ｈ18年度実績 所管課Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績

実績効果額 50 実績効果額 100 実績効果額 140 実績効果額 180 180 650

実績効果額 109 実績効果額 109 実績効果額 109 実績効果額 109 109 545

実績効果額 396 実績効果額 396 実績効果額 396 実績効果額 396 396 1,980

実績効果額 90 実績効果額 90 実績効果額 90 実績効果額 90 90 450

社会教育課24
子ども育成
連絡協議会
補助金

■団体への補助金につい
ては、公益性や経理状況
により見直し
■補助額の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の５０%削減）

学校教育課

22
ミルク給食補
助金

23 給食補助金 ■補助金の廃止

■平成１７年度から補助額を廃止

■補助金の廃止

■平成１７年度から補助額を廃止

■平成18年度から補助額を見直し
（平成１７年度補助額の２０%削減）

学校教育課

■平成1９年度から補助額を見直し
（平成１８年度補助額の２０%削減）

学校教育課

21
総合的学習
補助金

■補助内容の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の１５%削減）



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

Ｈ21年度見込みＨ20年度実績

【健全な行財政運営】（補助金・負担金の整理、廃止・統合） 単位：千円

Ｈ18年度実績 所管課Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績

実績効果額 45 実績効果額 45 実績効果額 45 実績効果額 45 45 225

実績効果額 135 実績効果額 170 実績効果額 170 実績効果額 170 270 915

実績効果額 135 実績効果額 170 実績効果額 170 実績効果額 170 170 815

実績効果額 ー 実績効果額 8 実績効果額 8 実績効果額 8 8 32

28

大阪府消防
関係者合同
研修会負担
金

■団体加入の必要性を勘
案し、見直し
■負担金の廃止

■実績なし

■平成18年度から負担金の廃止

総務課

社会教育課

26
文化協会補
助金

27
体育協会補
助金

■団体への補助金につい
ては、公益性や経理状況
により見直し
■補助額の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の５０%削減）

■団体への補助金につい
ては、公益性や経理状況
により見直し
■補助額の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の５０%削減）

社会教育課

■平成１８年度から団体の運営状況
により、負担割合を１：１とし、１００千
円を限度額に見直し

社会教育課

25
PTA連絡協
議会補助金

■団体への補助金につい
ては、公益性や経理状況
により見直し
■補助額の見直し

■平成１７年度から補助額を見直し
（平成１６年度補助額の５０%削減）

■平成２０年度末解散

●負担金の見直し

■平成１８年度から団体の運営状況
により、負担割合を１：１とし、１００千
円を限度額に見直し



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

Ｈ21年度見込みＨ20年度実績

【健全な行財政運営】（補助金・負担金の整理、廃止・統合） 単位：千円

Ｈ18年度実績 所管課Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績

実績効果額 ー 実績効果額 13 実績効果額 13 実績効果額 13 13 52

実績効果額 8 実績効果額 8 実績効果額 8 実績効果額 8 8 40

実績効果額 14 実績効果額 14 実績効果額 14 実績効果額 14 14 70

実績効果額 － 実績効果額 10 実績効果額 10 実績効果額 10 10 40

■平成17年度から負担金の廃止

■平成18年度から団体からの脱会に
よる負担金の廃止

■平成18年度から団体脱会による負
担金の廃止

健康福祉課32
大阪府公衆
衛生協力負
担金

■団体加入の必要性を勘
案し、見直し
■協力会の脱会

■実績なし

住民課

30
大阪府フロン
対策協議会
負担金

■団体加入の必要性を勘
案し、見直し
■負担金の廃止

31
大和川水環
境協議会負
担金

■類似協議会の統合

■平成17年度から協議会統合による
負担金の縮減

住民課

29 総務課

南河内地区
農業所得標
準協議会負
担金

■負担金の廃止
■実績なし



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

Ｈ21年度見込みＨ20年度実績

【健全な行財政運営】（補助金・負担金の整理、廃止・統合） 単位：千円

Ｈ18年度実績 所管課Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績

実績効果額 － 実績効果額 15 実績効果額 15 実績効果額 15 15 60
■負担金徴収なし

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 ー 実績効果額 ー ー ー

実績効果額 － 実績効果額 4 実績効果額 4 実績効果額 4 4 16

実績効果額 15 実績効果額 15 実績効果額 15 実績効果額 15 15 75

■平成18年度から負担金の廃止

建設課36

大阪府建築
指導行政連
絡協議会負
担金

■団体加入の必要性を勘
案し、見直し
■負担金の廃止

■平成17年度から負担金の廃止

建設課

34
河南ブロック
会議開発研
究会負担金

35

大阪府緑住
タウン推進
協議会負担
金

■団体加入の必要性を勘
案し、見直し
■負担金の廃止

■実績なし

■団体加入の必要性を勘
案し、見直し
■負担金の縮減

■実績なし ■実績なし

■平成１８年度から負担金の縮減
（平成１７年度負担金の５０%削減）

建設課

建設課

33

国道３０９号
整備促進期
成会同盟負
担金

■団体加入の必要性を勘
案し、見直し
■負担金の縮減

■負担金の縮減の検討

■実績なし

■負担金の縮減の検討



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

Ｈ21年度見込みＨ20年度実績

【健全な行財政運営】（補助金・負担金の整理、廃止・統合） 単位：千円

Ｈ18年度実績 所管課Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績

実績効果額 － 実績効果額 30 実績効果額 30 実績効果額 30 30 120

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

実績効果額 － 実績効果額 127 実績効果額 127 実績効果額 127 127 508

■団体加入の必要性を勘
案し、見直し
■脱会の検討

■実績なし

■平成18年度から負担金の廃止

産業振興課

■実績なし
産業振興課

■実績なし

■南河内地区として農業振興のため
に協議会のあり方を検討
　脱会はしていない
　負担金なし

■平成18年度から脱会による負担金
の廃止

産業振興課
■団体加入の必要性を勘
案し、見直し
■脱会の検討

■実績なし

38
南河内農研
クラブ協議会
負担金

39
日本観光協
会負担金

37
実行組合長
研修参加負
担金

■団体加入の必要性を勘
案し、見直し
■負担金の廃止

■実績なし



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

－

■民間委託可能な業
務の検討

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

関係課1
民間委託の
推進

直営業務の民間委託を検
討

■実績なし

■民間委託の検討 ■給食配送業務の民間委託
■民間委託可能な業務の検討

単位：千円

番
号

取組項目 Ｈ18年度実績
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績 所管課Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

Ｈ21年度見込みＨ20年度実績

●民間委託の推進

■民間委託可能な業務の検討
■施設管理要員の代替委託

【健全な行財政運営】（民間委託の推進）



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

実績効果額 179 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － 179

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －
■１団体が使用

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 303 128 431

実績効果額 559 実績効果額 1,119 実績効果額 996 実績効果額 590 764 4,028

単位：千円

番
号

取組項目 Ｈ18年度実績
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績 Ｈ19年度実績 所管課Ｈ21年度見込み

いきいきサロ
ン　やまゆり

■管理委託料の見直し

■平成１７度から委託料を減額（平成
１６年度の１７９千円減額。ただし、減
額は「やまゆり」と「くすのき」の２施設
分）

【健全な行財政運営】（公共施設の効率的・効果的な管理運営）

■平成18年度から指定管理者制度を
導入
■指定管理者「村社会福祉協議会」

健康福祉課

目標効果
額合計

健康福祉課

Ｈ20年度実績

●管理運営経費の節減

2
いきいきサロ
ン　くすのき

1

産業振興課
総務課

4
くすのきホー
ル

■大ホールの管理運営に
ついてその運営方法を検
討

■募集によるボランティア操作講習会
を実施
■操作委託料を削減

■操作員の最低保証人数の削減

社会教育課

3
自然休養村
管理センター

■平成１８年１１月に役場庁内に「公
共施設等のあり方に関する検討委員
会」を設置し、自然休養村管理セン
ターの今後のあり方について検討

■管理委託料の見直し

■２団体が使用■施設の運営方法について検討

■平成１７年度から委託料を減額（平
成１６年度の１７９千円減額。ただし、
減額は「やまゆり」と「くすのき」の２施
設分）

■平成18年度から指定管理者制度を
導入
■指定管理者「村社会福祉協議会」

■民間への貸付を検討
■平成１９年９月に施設使用者を募
集
■募集結果、２団体の使用者決定

　

■施設の運営方法につい
て検討
■民間などへの管理委託
や指定管理者制度への
移行も含め検討



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

単位：千円

番
号

取組項目 Ｈ18年度実績
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績 Ｈ19年度実績 所管課Ｈ21年度見込み

【健全な行財政運営】（公共施設の効率的・効果的な管理運営）

目標効果
額合計

Ｈ20年度実績

実績効果額 708 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － 708

実績効果額 － 実績効果額 350 実績効果額 841 実績効果額 841 841 2,873

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

実績効果額 － 実績効果額 1,130 実績効果額 1,130 実績効果額 1,130 1,130 4,520

健康福祉課

8 郷土資料館
■指定管理者制度の導
入

■千早赤阪村立郷土資料館設置条
例を全部改正（平成１８年３月議会）

■平成18年度から指定管理者制度を
導入
■指定管理者「（社）楠公史跡保存
会」
■Ｈ１７年度委託料５，６３０千円、Ｈ１
８年度委託料４，５００千円（２０％削
減）

社会教育課

7

社会教育課

健康福祉課

5 郷土資料館

6
いきいきサロ
ン　やまゆり

■指定管理者制度の導
入

■千早赤阪村いきいきサロン設置条
例を全部改正（平成１８年３月議会）

■平成18年度から指定管理者制度を
導入
■指定管理者「（社）村社会福祉協議
会」
■Ｈ１７年度委託料７，８４１千円、Ｈ１
８年度委託料７，４９１千円（２施設）

●指定管理者制度の導入

■委託料の削減
■Ｈ１９年度委託料４，５００千円

■平成１８年度から指定管理者制度
を導入
■指定管理者「（社）楠公史跡保存
会」

■管理委託料の見直し

■平成１７年度から委託料を減額
（平成１６年度の委託料の10%削減）

■平成18年度から指定管理者制度を
導入
■指定管理者「（社）村社会福祉協議
会」

いきいきサロ
ン　くすのき

■指定管理者制度の導
入

■千早赤阪村いきいきサロン設置条
例を全部改正（平成１８年３月議会）

■委託料の削減
■Ｈ１９年度委託料７，０００千円（２施
設）
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単位：千円

番
号

取組項目 Ｈ18年度実績
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績 Ｈ19年度実績 所管課Ｈ21年度見込み

【健全な行財政運営】（公共施設の効率的・効果的な管理運営）

目標効果
額合計

Ｈ20年度実績

■管理人の非常勤職
員化（１人）と業務委託
により対応

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －
■管理人の非常勤職
員化（１人）と業務委託
により対応

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － ー
■管理人の非常勤職
員化（１人）と業務委託
により対応

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － ー

実績効果額 744 実績効果額 744 実績効果額 744 実績効果額 744 744 3,720

9

■実績なし

社会教育課

■施設老朽化のため使用休止
■協働の管理方法の検討

社会教育課

■施設老朽化のため使用休止

■実績なし
社会教育課11

村立テニス
コート

■住民拠点の場となり、
業務の一部を住民との協
働により実施を検討

12
村立野外活
動センター

■住民拠点の場となり、
業務の一部を住民との協
働により実施を検討

村民運動場
■住民拠点の場となり、
業務の一部を住民との協
働により実施を検討

■実績なし ■実績なし

Ｂ＆Ｇ海洋セ
ンター（体育
館・プール
等）

■住民拠点の場となり、
業務の一部を住民との協
働により実施を検討

■実績なし ■実績なし
社会教育課

10

■実績なし

■宿泊施設の廃止
■その他施設については、協働によ
る管理方法の検討

■実績なし

■実績なし

●住民との協働による管理運営

■協働による管理方法などを検討

■協働による管理方法などを検討

■協働による管理方法などを検討
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実績効果額 － 実績効果額 54 実績効果額 55 実績効果額 54 54 217

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 -2,319 実績効果額 22,337 22,112 42,130

実績効果額 － 実績効果額 2 実績効果額 3 実績効果額 2 2 9

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

1

所管課Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

Ｈ20年度実績 Ｈ21年度見込み

■平成１８年４月から条例施行（督促
手数料６０円を１００円に改正）

保険課

●特別会計の健全化

2

【健全な行財政運営】（特別会計の健全化） 単位：千円

番
号

取組項目 Ｈ18年度実績
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績

健康福祉課

■平成１９年度１０月に指定管理者制
度を導入
■指定管理者「（医）やすらぎ会　植
田診療所」
■指定管理者制度の導入による赤字
解消や設備投資に対し、繰出金が増
加

国民健康保
険特別会計
（直営診療
所）

■収支改善
■繰出金の抑制

■実績なし

■診療所のあり方について検討
■指定管理者制度の導入について検
討

国民健康保
険特別会計

■保健事業との連携によ
る給付費の抑制
■保険料の滞納対策とし
て督促手数料の全庁的な
統一化

■督促手数料の条例改正（平成１８
年３月議会）

産業振興課

■金剛山・ロープウェイの指定管理者
制度の導入により、単年度収支の改
善

■平成１８年４月から条例施行（督促
手数料８０円を１００円に改正）

健康福祉課

■累積赤字の解消

4

■督促手数料の条例改正（平成１８
年３月議会）

3
介護保険特
別会計

■保健事業との連携によ
る給付費の抑制
■保険料の滞納対策とし
て督促手数料の全庁的な
統一化

■金剛山・ロープウェイの指定管理者
制度の導入により、単年度収支の改
善

観光事業特
別会計

■累積赤字の解消



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― ― ―

実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― ― ー

実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― ― ー
■警報等発令時に職
員に対しメール自動配
信を実施予定

実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― ― ー

■危機管理体制の構築に向け検討

Ｈ20年度実績

●組織・機構の見直し

部制の廃止

2

■実績なし

目標効果
額合計

4

3

■実績なし

■職種を超えた柔軟な職
員配置

■現業職員の行政職への職種変更
制度の創設

■平成18年12月に「今後の村のあり
方の調査・研究」を目的としたプロジェ
クトチームを発足

■実績なし

改革期間中の取組・方向
性

1

単位：千円

■簡素でフラットな組織体
制の構築

秘書政策課

所管課Ｈ18年度実績

【庁内体制の整備】（組織・機構の見直し）

Ｈ17年度実績
番
号

取組項目

秘書政策課

秘書政策課

危機管理体
制の充実

■自然災害をはじめ、不
審者対策など様々な危機
に迅速かつ的確に対応す
るため、情報収集や連絡
体制の構築

■実績なし
総務課

プロジェクト
チームの活
用

■緊急や臨時課題、縦割
りでは対応できない課題
に対し、プロジェクトチー
ムを活用

■実績なし配置管理の
改革

Ｈ21年度見込み

■平成17年10月から部制を廃止

■現業職から行政職への職種変更を
実施
■看護職から行政職への職種変更を
実施

Ｈ１９年度実績



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

■村研修や他団体と
の研修など職員研修
の充実を図る

実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― ― －
■職員提案について
は、随時募集している

実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― ― －
■職員の指導育成の
ため、評価及び業務目
標の設定を実施

実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― 実績効果額 ― ― －

■人事評価システムの構築に向けた
調査・研究

秘書政策課
■実績なし ■実績なし ■実績なし■適正な人事評価制度

の調査・研究

■実績なし ■実績なし

3
人事評価シ
ステムなどの
調査・研究

2
職員提案制
度の創設

秘書政策課

■職員の様々なアイデア
を収集し、村政に反映さ
せる提案制度の構築

■実績なし

（村研修）
■地方自治法研修13人
（南河内郡職員研修協議会研修）
■部・課長級研修２人、課長代理・係
長級研修４人、問題解決研修５人、政
策課題研修５人、行政法等研修８人、
人権研修
（大阪府市町村振興協会研修）
■子育て支援事業調査研究会１人、
人材育成推進講座１人、ワード研修２
人、エクセル基礎研修３人、応用研修
３人、トップセミナー
（その他研修）
■新入職員研修会２人、部落解放・
人権夏期講座２人

■職員提案募集　実績９件
　提案内容を検討し、住民満足度調
査のため「目安箱」の設置を検討する

秘書政策課

【庁内体制の整備】（人材育成の推進） 単位：千円

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績 Ｈ18年度実績 所管課
目標効果
額合計

Ｈ19年度実績 H20年度実績

（村研修）
■地方自治法研修５人、公務員倫理
と組織活性化研修７７人
（南河内郡職員研修協議会研修）
■部・課長級研修３人、課長代理・係
長級研修３人、問題解決研修４人、政
策課題研修６人、行政法等研修４人、
人権研修６人
（大阪府市町村振興協会研修）
■ビジネス文書研修１、行政広報研
修１人、人事評価研修１人、法制執務
研修１人、契約事務基本研修１人、地
方分権セミナー１人、エクセル基本・
応用コース各４人、トップセミナー１２
人、e-ラーニング４人
（その他研修）
■部落解放・人権夏期講座２人、海
外研修１人

●人材育成の推進

平成２１年度見込み

（村研修）
■行財政改革研修95人
（南河内郡職員研修協議会研修）
■部・課長級研修６人、課長代理・係
長級研修５人、個人情報保護・情報
公開研修６人、問題解決研修５人、政
策課題研修６人、行政法等研修５人、
メンタルヘルス研修４人、人権研修16
人
（大阪府市町村振興協会研修）
■ファシリーテーター養成研修１人、
固定資産税課税事務（土地）基本研
修１人、住民税課税事務基本研修１
人、エクセル基礎研修１人、応用研修
１人、トップセミナー11人
（その他研修）
■市町村職員海外研修１人、部落解
放・人権夏期講座２人

1
職場研修の
充実

■職場研修の充実

（村研修）
■接遇研修64人
（南河内郡職員研修協議会研修）
■部・課長級研修５人、課長代理・係
長級研修６人、接遇研修５人、問題解
決研修６人、政策課題研修６人、人権
研修24人
（大阪府市町村振興協会研修）
■分権における組織経営を考える１
人、トップセミナー８人
（その他研修）
■人権大学講座１人、部落解放・人
権夏期講座２人



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

■平成２１年度末３人
削減見込（年度末累計
２８人、△２５．７％）
で、目標を８人上回る
見込み

実績効果額 － 実績効果額 17,418 実績効果額 73,922 実績効果額 158,774 182,352 432,466

■平成２０年度末１０人削減（年度
末累計２５人）

■平成１８年度末６人削減（年度末累
計８人）

1
職員定員管
理の適正化

■退職者不補充・勧奨退
職により平成２２年４月１
までに職員数を２０人削
減
■目標１０９人（平成１７
年４月１日）を８９人（平成
２２年４月１日）とする。※
ただし、教育長を除く

■平成１７年度に２人削減（年度末累
計２人）

Ｈ１９年度実績
目標効果
額合計

Ｈ20年度実績

●職員定員管理の適正化

Ｈ21年度見込み

秘書政策課

【庁内体制の整備】（職員定員管理の適正化） 単位：千円

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績 Ｈ18年度実績 所管課

■平成１９年度末７人見込（年度末累
計１５人）



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

実績効果額 237 実績効果額 1,466 実績効果額 1,466 実績効果額 1,466 1,466 6,101

実績効果額 12,641 実績効果額 27,478 実績効果額 20,330 実績効果額 16,410 16,921 93,780

実績効果額 － 実績効果額 48 実績効果額 309 実績効果額 347 227 931

実績効果額 － 実績効果額 531 実績効果額 － 実績効果額 245 54 830

■実績なし

■平成１８年度から５６歳以上の者の
昇給幅を２号給とする。

秘書政策課

秘書政策課

秘書政策課

3
高年齢層職
員の昇給の
見直し

■昇給抑制を検討

4
退職時の特
別昇給の見
直し

■国制度に準拠

■平成１７年度から国制度に準拠し、
２１年以上の長期勤続者に対して退
職時に１号引上げを廃止

一般職給料
の見直し

■平成１８年度から人事
院勧告に準拠し、平均４．
８％の削減

■平成１７度から一般職給料を部長
級７％（１０月まで）課長・課長代理級
６％、係長以下５％削減
■任期付採用職員制度による給料の
３０%削減
■一般職の職員の給与に関する条例
を国基準に合うように改正（平成１８
年３月議会）

■平成１８年度から国の給与構造改
革を踏まえ削減。一般職平均４．８
8％削減。
■平成１８年度から調整手当１０％を
廃止し、新たに地域手当を導入。地
域手当は３％（ただし係長級以下は
４％）とする。

Ｈ１９年度実績

1
特別職給料
の見直し

■平成１８年１月から村長
給料削減１５%を２５%に拡
充
■平成１８年度から特別
職の給料の引き下げ
■調整手当の廃止

■平成17度から特別職（村長・助役・
教育長）の給料を１５%削減（村長７９０
千円、助役６８０千円、教育長６４０千
円）
■村長のみ平成18年１月から１５％を
２５％に拡充
■特別職の職員の給与に関する条例
を改正（平成１８年３月議会）

所管課

秘書政策課

2

【庁内体制の整備】（職員給与等の適正化） 単位：千円

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績 Ｈ18年度実績
目標効果
額合計

■平成１９年度から係長級以下の地
域手当を３％に削減

Ｈ20年度実績

●職員給与等の適正化

■平成１８年度から特別職給料の減
額（村長７９０千円を６５０千円に、助
役６８０千円を６３０千円に、教育長６
４０千円を５２０千円に減額）
■平成１８年度から調整手当の廃止

Ｈ２１年度見込み



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

Ｈ１９年度実績 所管課

【庁内体制の整備】（職員給与等の適正化） 単位：千円

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績 Ｈ18年度実績
目標効果
額合計

Ｈ20年度実績 Ｈ２１年度見込み

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －
■平成２１年４月から
マイクロバス運転業務
を委託または非常勤
職員で対応

実績効果額 － 実績効果額 38 実績効果額 2,839 実績効果額 25 ー 2,902

秘書政策課

8
特殊勤務手
当の見直し

■現在の特殊勤務手当
（１０種類）について、支給
方法などの見直し

■支給方法などを検討
■一般職の職員の特殊勤務手当に
関する条例を改正（平成18年３月議
会）

■平成１８年４月からマイクロバス運
転手当を廃止

秘書政策課

7
地域手当の
新設（再掲）

■地域手当の新設

秘書政策課

6
調整手当の
廃止（再掲）

■調整手当の廃止

■一般職の職員の給与に関する条例
を改正（平成１８年３月議会）
※効果額は「一般給料の見直し」に含
む

■平成１８年４月から調整手当の廃
止

秘書政策課

5
退職手当の
見直し

■国制度に準拠
■実績なし

■一般職の職員の給与に関する条例
を改正（平成１８年３月議会）

■平成１８年４月から地域手当を新設
■平成１８年度に限り、係長級以下を
４％、それ以外は３％とする。

■平成１９年度から係長級以下の地
域手当を３％に削減

■平成19年４月から索道従事手当を
廃止
■平成19年10月から診療所従事手
当、往診手当、医師研究手当を廃止

●各種手当の見直し

■平成１８年４月から国制度に準拠



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

Ｈ１９年度実績 所管課

【庁内体制の整備】（職員給与等の適正化） 単位：千円

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績 Ｈ18年度実績
目標効果
額合計

Ｈ20年度実績 Ｈ２１年度見込み

実績効果額 － 実績効果額 1,836 実績効果額 1,836 実績効果額 1,836 1,836 7,344

実績効果額 － 実績効果額 454 実績効果額 454 実績効果額 454 454 1,816
■平成２１年度見込み
７，９１４千円で１，０３
３千円の増加

実績効果額 -2,135 実績効果額 672 実績効果額 123 実績効果額 -823 -1,033 -3,196

■現行の勧奨退職者
制度の充実に向け、検
討
■再就業制度の充実
に向け、検討

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

秘書政策課

12
勧奨退職者
制度の充実

■勧奨退職における退職
手当の特例措置の充実
■再就業制度の充実

■現行の勧奨退職者制度の充実に
向け、検討

■現行の勧奨退職者制度の充実に
向け、検討
■再就業制度の充実に向け、検討

秘書政策課

11
時間外勤務
手当の縮減

■現行の勧奨退職者制度の充実に
向け、検討
■再就業制度の充実に向け、検討

秘書政策課

10

その他の手
当ての見直
し（通勤手
当）

■国制度に準拠

■通勤手当の見直しに関し、一般職
の職員の給与に関する条例を改正
（平成１８年３月議会）

■平成１８年４月から通勤手当を見直
し

秘書政策課

9

その他の手
当ての見直
し（住居手
当）

■国制度に準拠

■一般職の職員の給与に関する条例
を改正（平成１８年３月議会）

●勧奨退職者制度の充実

■時間外勤務手当時間
数を削減

■平成１６年度４，７１８千円
■平成１７年度６，８５３千円で２，１３
５千円増加

■平成１７年度の超過勤務手当の１
０％削減
■平成１８年度６，１８１千円で６７２千
円の縮減

■平成１９年度６，０５８千円で１２３千
円の縮減

■平成１８年４月から住居手当を見直
し

■平成２０年度６，８８１千円で８２
３千円の増加

■現行の勧奨退職者制度の充実
に向け、検討
■再就業制度の充実に向け、検討



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

Ｈ１９年度実績 所管課

【庁内体制の整備】（職員給与等の適正化） 単位：千円

番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ17年度実績 Ｈ18年度実績
目標効果
額合計

Ｈ20年度実績 Ｈ２１年度見込み

■アルバイトの活用

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

■職員給与削減など
を踏まえ検討

実績効果額 2,183 実績効果額 2,183 実績効果額 2,183 実績効果額 － ー 6,549
■行政委員会などの
定数の見直しを検討

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

■行政委員会などの定数の見直しを
検討

関係課15
委員数の見
直し

■行政委員会などの定数
の見直し

■行政委員会などの定数の見直しを
検討

■行政委員会などの定数の見直しを
検討

秘書政策課

14
委員報酬の
見直し

■現行の１０%削減を平成
１９年度まで継続
■平成２０年度以降は職
員の給料削減などを踏ま
え、検討

■平成１７年度～平成１９年度までの
３年間、委員報酬１０％の削減

関係課

■平成２０年度からの委員報酬につ
いて検討する。

■アルバイトの活用■アルバイトの活用

■単純な業務などはアル
バイト職員などで対応
■人件費が増大しないよ
う職種などにより単価を
設定

■アルバイトの活用

●各種委員会の見直し

■職員給与削減などを踏まえ検討

■行政委員会などの定数の見直し
を検討

●非常勤職員等の活用

■アルバイトの活用

13
嘱託員・アル
バイトの活用



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

■パブリックコメント手
続き実施予定
　・都市計画マスター
プラン
　・子育て支援計画

実績効果額 ー 実績効果額 ー 実績効果額 ー 実績効果額 － － －
■意見箱を設置

実績効果額 ー 実績効果額 ー 実績効果額 ー 実績効果額 － － －
■各課において検討

実績効果額 ー 実績効果額 ー 実績効果額 － 実績効果額 － － －

3
住民参加の
促進

■各審議会などにおける
一般公募枠の検討

目標効果
額合計

■実績なし

Ｈ20年度実績

●情報公開の推進と住民参加の促進

■パブリックコメント手続実施要綱施
行（平成２１年３月）

Ｈ21年度見込み

2 秘書政策課
■実績なし ■実績なし

■各課において検討 ■各課において検討

関係課

■各課において検討

■実績なし

■各課において検討

単位：千円

■行政情報の積極的な
提供により村政の透明性
を確保（パブリックコメント
制度などの検討）

秘書政策課

所管課Ｈ18年度実績

■実績なし

【住民との協働による村政の推進】（情報公開の推進と住民参加の促進）

Ｈ17年度実績
番
号

Ｈ19年度実施実績取組項目
改革期間中の取組・方向
性

1
情報公開の
推進

■実績なし

■住民の村政に対する意
見や提案を反映できる仕
組みづくりを検討（目安箱
の設置など）

■実績なし住民参加の
促進



行財政改革実施計画実績報告等調書（歳出）

実績効果額 ー 実績効果額 ー 実績効果額 ー 実績効果額 ー ー ー

実績効果額 ー 実績効果額 ー 実績効果額 ー 実績効果額 ー ー ー

改革期間中の取組・方向
性

1
協働に係る
基本方針の
策定

地域協働の
推進

秘書政策課
■実績なし

■村の業務を必ず役場職
員が従事すべき業務、ア
ルバイトなどで対応できる
業務、その他地域との協
働により対応できる業務
に分類した上で、住民と
の協働事業を推進するシ
ステムを検討

■実績なし

■様々な分野で取り組んでおり、一層
推進

単位：千円

■行政と住民との協働に
あたり、住民サービスの
役割や責任などの必要な
事項について方針を定
め、協働によるまちづくり
を推進

秘書政策課

所管課Ｈ18年度実績

■実績なし

【住民との協働による村政の推進】（地域住民などとの協働）

Ｈ17年度実績

■実績なし

番
号

目標効果
額合計

Ｈ１９年度実績

■実績なし

Ｈ21年度見込みＨ20年度実績

●地域住民などとの協働

■実績なし

■様々な分野で取り組んでおり、一層
推進

2

取組項目



行財政改革実施計画実績報告等調書（地方公営企業　水道事業）

－

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －
■前年度比０．２ポイ
ントの向上

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

目標効果
額合計

■実績なし

■平成１９年度収納率９７．９％

■実績なし

Ｈ20年度実績

■平成１９年度から新設（平成１９年
度～平成２１年度）された公的資金補
償金免除の繰上償還制度（起債借換
及び一括償還）の導入により資金運
用を行ったため、国債などの運用資
金がなく実績なし

Ｈ21年度見込み

3 資金の運用
■国債などによる資金運
用

■実績なし

4 上下水道課

上下水道課

■平成17年度収納率９８．２％ ■平成１８年度収納率９８．２％

■ワーキンググループを設置

■実績なし
上下水道課

■ワーキンググループによる調査・研
究

■平成２０年度収納率９７．６％（見
込）
（毎年１２月の数値を実績としている）

番
号

水道事業の
広域化

取組項目

■実績なし

■実績なし

●収入の確保策

■料金収入の減少の反面、費用が増
加。営業費用の縮減に努める

■管理職を中心に個別訪
問などによる収納率の向
上

改革期間中の取組・方向
性

●事業の広域化

単位：千円

■量水器の使用料の廃
止を含めた水道使用料の
見直しの検討

上下水道課

所管課Ｈ18年度実績

■実績なし

Ｈ17年度実績 Ｈ19年度実績

【経営改革の推進】（水道事業）

1
水道使用料
の見直し

2
収納率の向
上

■河南水道協議会におい
て水道広域化や共同化を
研究



行財政改革実施計画実績報告等調書（地方公営企業　水道事業）

目標効果
額合計

Ｈ20年度実績 Ｈ21年度見込み
番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績Ｈ17年度実績 Ｈ19年度実績

【経営改革の推進】（水道事業）

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －
■前年度比０．３ポイ
ントの向上

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －
■下水道事業との連
携

実績効果額 13,038 実績効果額 410 実績効果額 0 実績効果額 0 4,200 17,648

ー

■職員１人削減

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

■平成１９年度有収率９１．２％

有収率の向
上

7
■下水道事業の進捗によ
り、支障物件となる給・配
水管の更新

■平成１８年度有収率９１．４％

上下水道課
■実績なし

5
財務の適正
化

上下水道課

下水道事業
との連携に
よる事業費
の抑制

上下水道課

■不納欠損に関する要綱を制定

■下水道事業との連携 ■下水道事業との連携

上下水道課
■平成22年４月１日まで
に１人削減

職員定員管
理の適正化

●建設投資の見直し

■不納欠損に関する要綱
を制定

■平成２０年度有収率８６．７％

●職員定員管理・給与の適正化

8

■職員１人削減

■老朽管の更新や漏水
の早期修繕による有収率
の向上

■平成１７年度有収率９１．４％

6



行財政改革実施計画実績報告等調書（地方公営企業　水道事業）

目標効果
額合計

Ｈ20年度実績 Ｈ21年度見込み
番
号

取組項目
改革期間中の取組・方向
性

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績Ｈ17年度実績 Ｈ19年度実績

【経営改革の推進】（水道事業）

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

上下水道課

■普通会計に準ずる

9
職員給与の
適正化

■普通会計に準ずる



行財政改革実施計画実績報告等調書（地方公営企業　下水道事業）

実績効果額 － 実績効果額 5,113 実績効果額 4,823 実績効果額 4,801 5,000 19,737

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －
■接続件数４０件

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

■「有害物質等流入事
故マニュアル」の採用

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

■接続件数１８件

●災害対策

■接続件数２０件

■「有害物質等流入事故マニュアル」
作成

■平成１７年度から接続件数４０件

Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

■平成１９年度収納率９７．７％

Ｈ20年度実績

●収入の確保策

■平成２０年度収納率９７．８％

改革期間中の取組・方向
性

1

Ｈ21年度見込み

下水道使用
料の見直し

■平成17年度に小吹台ポンプ場の不
明水対策を実施

Ｈ17年度実績

上下水道課

上下水道課

■平成１６年４月から上下水道課に統
合し、連携による徴収や滞納整理体
制の一体化を実施

■接続件数２５件

上下水道課
■供用開始後の未接続
世帯への水洗化への取り
組み強化

2
未収金の徴
収対策

災害対策4

3
水洗化率の
向上

■水道事業との連携によ
る徴収や滞納整理体制の
一体化

単位：千円

■下水道使用料の見直し 上下水道課

所管課Ｈ18年度実績

■平成１８年４月から条例施行（料金
改定率１０．８%）
■基本料金を３００円を３２０円に引き
上げ、３０㎥まで５円、それ以外１０円
引き上げ
■消費税外税方式へ変更

■下水条例を改正（平成17年12月議
会）

【経営改革の推進】（下水道事業）

番
号

取組項目

■不明水対策の実施に
伴う災害防止
■維持管理費（修繕費）
の削減
■有害物質等流入事故
マニュアルの作成
■環境被害の軽減及び
拡大防止

■平成１８年１０月から小吹台汚水貯
留槽供用開始
■「有害物質等流入事故マニュアル」
の検討（大和川下流の１０市町村で内
容を統一し、案を作成）



行財政改革実施計画実績報告等調書（地方公営企業　下水道事業）

Ｈ19年度実績
目標効果
額合計

Ｈ20年度実績
改革期間中の取組・方向
性

Ｈ21年度見込みＨ17年度実績

単位：千円

所管課Ｈ18年度実績

【経営改革の推進】（下水道事業）

番
号

取組項目

■計画事業の抑制
　 （計画）３６，５００千
円
   （実施）３５，０００千
円

実績効果額 19,300 実績効果額 20,555 実績効果額 6,634 実績効果額 3,404 1,500 51,393

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －
■普通会計に準ずる

実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － 実績効果額 － － －

■普通会計に準ずる■普通会計に準ずる

上下水道課
■下水道整備計画におけ
る事業費の抑制

■計画事業の抑制
　 （計画）３２，９８８千円
   （実施）２６，３５４千円

■現状維持

5
整備計画に
おける事業
費の抑制

■計画事業の抑制
　 （計画）２６，５００千円
   （実施）２３，０９６千円

■計画事業費の抑制
   （計画）８８，０００千円
   （実施）６８，７００千円

上下水道課

■普通会計に準ずる

上下水道課

6
職員定員管
理の適正化

7
職員給与の
適正化

■普通会計に準ずる

■平成22年４月１日まで３
人を維持

■普通会計に準ずる

●建設投資の見直し

■計画事業費の抑制
   （計画）５０，２００千円
   （実施）２９，６４５千円（見込み）

●職員定員管理・給与の適正化
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